
平成１４年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成１３年１１月 ８日

セコム株式会社 東  大
９７３５ 本社所在都道府県 東京都

ＴＥＬ　（０３）５７７５－８１００
中間配当制度の有無 無

決算取締役会開催日 平成１３年１１月 ８日

１．１３年９月中間期の業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）
（１）経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 １３年９月中間期 １３５,５７５ ( ７.５ ) 　２７,７８１ ( ０.６ ) 　２９,４１０ ( ０.４ )

 １２年９月中間期 １２６,１４２ ( ６.６ ) 　２７,６１９ ( ３.６ ) 　２９,２８８ ( ３.６ )

 １３年３月期 ２５７,００８ 　５３,２１４ 　５３,２３９

  百万円 ％ 　円　銭

 １３年９月中間期  １７,３２５ (　０.６ ) 　７４.３２

 １２年９月中間期  １７,２１７ (　３.５ ) 　７３.８７

 １３年３月期  ３０,５９５ １３１.２６

(注) ①期中平均株式数 13年9月中間期 233,108,364株 12年9月中間期 233,077,970株 13年3月期 233,084,194株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

（２）配当状況

　円　銭 　円　銭

 １３年９月中間期 ─── ───

 １２年９月中間期 ─── ───

 １３年３月期 ───   ４０.００

（３）財政状態 （百万円未満切捨）

株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　銭

 １３年９月中間期 ５４４,８９９ ３９６,８５９ ７２.８  １,７０２.４４

 １２年９月中間期 ４９９,６１６ ３７９,７１０ ７６.０  １,６２９.１０

 １３年３月期 ５０４,３３９ ３９０,８９９ ７７.５  １,６７６.９６

(注) 期末発行済株式数 13年9月中間期 233,112,486株 12年9月中間期 233,079,701株 13年3月期 233,099,744株

２．１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

１株当たり年間配当金

期　　末

 百万円 　百万円 　百万円  円　銭 　円　銭

通　　　期 ２７６,２７６ 　 ５４,５８６ 　　３０,９３７　　３１,４０８  ４０.００ 　４０.００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) １３４円７４銭

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

経 常 利 益

１株当たり中間

( 当 期 ) 純 利 益
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

営 業 利 益

１株当たり株主資本総 資 産 株 主 資 本

１ 株 当 た り

中 間 配 当 金

１ 株 当 た り

年 間 配 当 金

－２５－
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中 間 貸 借 対 照 表         

(単位：百万円)

前 中間会計期間末          

(平成12年９月30日)

当 中間会計期間末          

(平成13年９月30日)

前 事 業 年 度 の          

要 約 貸 借 対 照 表          

(平成13年３月31日)

　　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

(資 産 の 部         )
％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

　　　現 金 及 び 預 金 95,242 79,879 77,581

　　　受 取 手 形 475 565 538

　　　未 収 契 約 料 6,565 7,630 7,072

　　　売 掛 金 4,414 6,055 5,089

　　　有 価 証 券 3,819 15,880 6,312

　　　た な 卸 資 産 6,532 11,078 7,951

　 　 関 係 会 社 短 期 貸 付 金 23,133 23,832 22,499

　　　自 己 株 式 36 5 3

　　　そ の 他 16,609 28,863 16,874

　　　貸 倒 引 当 金 △ 790 △ 2,261 △ 2,245

　　　流 動 資 産 合 計 156,038 31.2 171,528 31.5 141,676 28.1

Ⅱ 固 定 資 産

 (1) 有 形 固 定 資 産※１

　　　　警 報 機 器 50,729 56,315 51,876

　　　　警 報 設 備 19,010 18,988 18,634

　　　　建 物 23,157 23,432 23,006

　　　　土 地 35,106 37,847 37,837

　　　　そ の 他 7,748 9,841 10,444

　　　有 形 固 定 資 産 合 計 135,752 27.2 146,426 26.9 141,800 28.1

 (2) 無 形 固 定 資 産

　　　　電信電話専用施設利用権 989 701 803

　　　　ソ フ ト ウ ェ ア 8,094 9,526 11,422

　　　　そ の 他 5,723 4,150 4,702

　　　無 形 固 定 資 産 合 計 14,806 3.0 14,377 2.6 16,928 3.4

 (3) 投 資 そ の 他 の 資 産

　　　　投 資 有 価 証 券 33,063 24,435 27,284

　　　　関 係 会 社 株 式 128,909 146,534 141,546

　　　　関 係 会 社 出 資 金 3,681 3,681 3,681

　　　　そ の 他 27,446 39,144 32,626

　　　　貸 倒 引 当 金 △ 80 △ 1,229 △ 1,205

　　　投資その他の資産合計 193,019 38.6 212,566 39.0 203,933 40.4

　　　固 定 資 産 合 計 343,578 68.8 373,371 68.5 362,662 71.9

　　　資 産 合 計 499,616 100.0 544,899 100.0 504,339 100.0

－２６－



(単位：百万円)

前 中間会計期間末          

(平成12年９月30日)

当 中間会計期間末          

(平成13年９月30日)

前 事 業 年 度 の          

要 約 貸 借 対 照 表          

(平成13年３月31日)

　　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

(負 債 の 部         )
％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

　　　買 掛 金 1,270 1,754 1,908

　　　短 期 借 入 金 24,859 19,736 20,157

　　　一年内償還予定転換社債 ― 466 ―

　　　未 払 金 7,814 10,833 10,722

　　　未 払 法 人 税 等 13,754 14,948 13,904

　　　未 払 消 費 税 等 1,699 1,608 1,669

　　　未 払 費 用 5,694 626 5,713

　　　前 受 契 約 料 19,097 20,051 19,583

      賞 与 引 当 金 ― 5,132 ―

　　　そ の 他 25,734 21,889 20,778

　　　流 動 負 債 合 計 99,926 20.0 97,046 17.8 94,436 18.7

Ⅱ 固 定 負 債

      社 債 ― 30,000 ―

　　　転 換 社 債 567 18 518

　　　預 り 保 証 金 15,432 16,198 15,784

　　　退 職 給 付 引 当 金 1,152 4,718 1,999

　　　そ の 他 2,827 60 701

　　　固 定 負 債 合 計 19,980 4.0 50,994 9.4 19,003 3.8

　　　負 債 合 計 119,906 24.0 148,040 27.2 113,439 22.5

(資 本 の 部         )

Ⅰ 資 本 金 66,102 13.2 66,143 12.1 66,126 13.1

Ⅱ 資 本 準 備 金 82,278 16.5 82,319 15.1 82,302 16.3

Ⅲ 利 益 準 備 金 8,077 1.6 9,028 1.7 8,077 1.6

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

　　　任 意 積 立 金 3,042 3,040 3,042

　　　中間(当期)未処分利益 213,397 233,640 226,776

　 　 そ の 他 の 剰 余 金 合 計 216,439 43.3 236,681 43.4 229,818 45.6

Ⅴ その他有価証券評価差額金 6,812 1.4 2,686 0.5 4,575 0.9

　　　資 本 合 計 379,710 76.0 396,859 72.8 390,899 77.5

　　　負 債 ・ 資 本 合 計 499,616 100.0 544,899 100.0 504,339 100.0

－２７－



中 間 損 益 計 算 書         

(単位：百万円)

前 中 間 会 計 期 間          

(自 平成12年４月１日至 平成12年９月30日)

当 中 間 会 計 期 間          

(自 平成13年４月１日至 平成13年９月30日)

前 事 業 年 度 の          

要 約 損 益 計 算 書          

(自 平成12年４月１日至 平成13年３月31日)

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

　　　　　　　　　　　　　　 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

Ⅰ 契約関係収入及び売上高 126,142
％
100.0 135,575

％
100.0 257,008

％
100.0

Ⅱ 契約関係収入原価及び売上原価 67,943 53.9 74,355 54.8 141,310 55.0

　　　売 上 総 利 益 58,198 46.1 61,220 45.2 115,698 45.0

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 30,579 24.2 33,438 24.7 62,484 24.3

　　　営 業 利 益 27,619 21.9 27,781 20.5 53,214 20.7

Ⅳ 営 業 外 収 益※１ 4,929 3.9 3,391 2.5 7,211 2.8

Ⅴ 営 業 外 費 用※２ 3,260 2.6 1,762 1.3 7,186 2.8

　　　経 常 利 益 29,288 23.2 29,410 21.7 53,239 20.7

Ⅵ 特 別 利 益 22,012 17.5 ― 23,246 9.1

Ⅶ 特 別 損 失※３ 22,546 17.9 584 0.4 24,570 9.6

　　　税引前中間(当期)純利益 28,754 22.8 28,825 21.3 51,915 20.2

　　　法人税、住民税及び事業税 12,894 10.2 14,387 10.6 23,508 9.1

　　　法 人 税 等 調 整 額 △　 　　1,357 △ 1.0 △　 　　2,887 △ 2.1 △　 　　2,189 △ 0.8

　　　中 間 （当 期） 純 利 益 17,217 13.6 17,325 12.8 30,595 11.9

　　　前 期 繰 越 利 益 196,180 216,315 196,180

　　　中間(当  期)未処分利益 213,397 233,640 226,776

－２８－



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１． 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 満期保有目的債券

　償却原価法

② 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

③ その他有価証券

　　時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　　　　　　時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) デリバティブ

時価法

(3) たな卸資産

商品・貯蔵品…移動平均法に基づく原価法

(会計方針の変更)

貯蔵品の評価基準及び評価方法は、従来最終仕入原価法によっておりましたが、新たなコ

ンピュータシステムの導入を機に、商品の評価方法と統一を図り、より適正な期間損益計

算を行うため、当中間会計期間から移動平均法に基づく原価法に変更しております。なお、

この変更による財務諸表に与える影響額は軽微であります。

２． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……定　率　法

ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

     建物    22～50 年

     警報機器     5 年

     警報設備     5 年

無形固定資産……定　額　法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

３． 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の支給に備え、支給見込額のうち当中間会計期間に負担する金額を

計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　会計基準変更時差異（21,427 百万円）のうち、退職一時金制度分（121 百万円）につい

ては 15 年間での按分計算額を費用より控除しております。なお、年金制度分（21,549 百

万円）については前中間会計期間に退職給付信託の設定により一括費用処理を行っており

ます。

  数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間（14.5～15 年）による

定額法により、発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

－２９－



４． リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

追　　加　　情　　報

当中間会計期間からリサーチ・センター審理情報 No.15「未払従業員賞与の財務諸表に

おける表示科目について」（日本公認会計士協会 平成 13 年 2 月 14 日）を適用し、未払

従業員賞与の表示科目を変更しております。この変更に伴い、流動負債の「未払費用」

に含めて表示していた未払従業員賞与を「賞与引当金」として区分表示しております。

なお、前中間会計期間末の「未払費用」に含めていた未払従業員賞与の金額は 5,111 百

万円であります。

－３０－



注　　記　　事　　項

　（中間貸借対照表関係）

　　※１．有形固定資産減価償却累計額 211,270 百万円

　２．偶　発　債　務

　　下記の会社、従業員の借入金及びリース等の未払額ついて債務保証を行っております。

セコムホームライフ           (株)

(有)恵那ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ           

医 療 法 人  渓 仁 会             

ｾ ｺ ﾐ ﾝ ﾀ ｰ ･ ﾖ ｰ ﾛ ｯ ﾊ ﾟ B . V .             

(有)阿寒ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ           

(株)ｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾒｰｼﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ           

(有)十勝ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ           

(有)浅間ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ           

(株)ｹ ｰ ﾌ ﾞ ﾙ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 千 葉           

(有)乗鞍ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ           

(有)富士ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ           

(有)立山ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ           

医 療 法 人  誠 馨 会             

宮 城 ネ ッ ト ワ ー ク           (株)

(株) 賛 企 画           

セコム情報システム           (株)

そ の 他               ５   社

従 業 員             

ﾘｰｽ等による商品の購入者             

20,996 百万円

18,750

10,350

10,000

6,700

6,440

6,000

6,000

4,547

2,970

2,930

2,910

2,000

1,904

1,815

1,750

662

321

43

合　　　　　計 107,092

(注)外貨建保証債務額は 432 千ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾄﾞﾙであります。

　　換算は、中間期末日現在の為替レートによっております。

        

       ３．消費税等の取扱い

        仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。

　（中間損益計算書関係）

※１．営業外収益の主要項目

受 取 利 息            

受 取 配 当 金            

506 百万円

2,254 百万円

※２．営業外費用の主要項目

支 払 利 息            

社 債 利 息            

固 定 資 産 売 却 廃 棄 損            

113 百万円

45 百万円

888 百万円

※３．特別損失の主要項目

投 資 有 価 証 券 評 価 損            551 百万円

　４．減価償却実施額

有 形 固 定 資 産            

無 形 固 定 資 産            

13,772 百万円

1,339 百万円

   ５．中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益

       処分による買換資産圧縮積立金取崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計

       算しております。

－３１－



（リース取引関係）

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

  　　　　  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

　（借手側）

    ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

・ 取得価額相当額

建 物          

車 両          

器 具 備 品          

5,086 百万円

1,608

3,647

5,184 百万円

1,468

4,492

5,086 百万円

1,562

3,292

　　　　 計 10,342 11,146 9,941

・ 減価償却累計額相当額

建 物          

車 両          

器 具 備 品          

748 百万円

796

2,001

919 百万円

717

1,730

833 百万円

809

1,910

　　　　 計 3,547 3,366 3,553

・ 中間期末(期末)残高相当額

建 物          

車 両          

器 具 備 品          

4,337 百万円

812

1,645

4,265 百万円

751

2,762

  4,252 百万円

753

1,382

　　　　 計 6,794 7,779 6,388

② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 以 内          

１ 年 超          

1,178 百万円

6,105

1,348 百万円

6,998

1,095 百万円

5,820

　　 合　　　計 7,283 8,346 6,916

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料          

減 価 償却費相当額          

支 払 利 息 相 当 額          

842 百万円

710

174

912 百万円

779

172

1,648 百万円

1,387

342

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・ 減価償却費相当額の算定方法

…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・ 利息相当額の算定方法

…リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

                                           －３２－



２． オペレーティング・リース取引

     　　　　  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(１)借手側

未 経 過 リ ー ス 料          

１ 年 以 内          

１ 年 超          

327 百万円

8,048

1,666 百万円

32,075

1,666 百万円

32,909

　　 合　　　計 8,375 33,742 34,575

(２)貸手側

未 経 過 リ ー ス 料          

１ 年 以 内          

１ 年 超          

 － 百万円
 －

270 百万円

6,788

270 百万円

6,924

　　 合　　　計 － 7,059 7,194

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

前中間会計期間末(平成 12 年 9月 30日)

種　　　類 中間貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

子会社株式      15,453 百万円 47,924 百万円 32,470 百万円

関連会社株式 13,661 29,060 15,399

合　　　計 29,115 76,984 47,869

　　

当中間会計期間末(平成 13 年 9月 30日)
種　　　類 中間貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

子会社株式      16,166 百万円 39,416 百万円 23,249 百万円

関連会社株式 13,844 31,169 17,324

合　　　計 30,011 70,586 40,574

　　

前事業年度末(平成 13 年 3月 31日)
種　　　類   貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

子会社株式      16,166 百万円 47,161 百万円 30,994 百万円

関連会社株式 13,661 28,397 14,736

合　　　計 29,828 75,559 45,730

　　

－３３－


